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研究要旨 

この分野の多専門職の討議ならびにアンケート調査に基づき、養成プログラムを作成し、それに沿

った研修を実施した。参加者を対象とした評価をアンケートならびに聴き取り調査に基づき実施し、

プログラムの修正をし、テキスト（DVD 等を含む）を執筆、出版し、関係機関にも配布した。 

 

Ａ．研究目的 

 在宅・地域生活を可能な限り続けたいと希望

する重症心身障害児・者と家族は増えている。

それらのニーズと要望にも適切に対応できる支

援者ならびにコーディネーターの育成のための

研修プログラム作成ならびに普及が急務となっ

ている。今回それらに対応するためのテキスト、

DVD 等を作成することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

平成 27 年 6 月 15 日開催の研究班予備会議を

踏まえ、7 月 19 日開催の第 1 回研究班全体会議

によって、重症心身障害児者の入所ならびに在

宅生活に関する経験を重ねた医師・保健師・看

護師・リハビリ専門職・社会福祉士、そして相

談支援専門員などによる調査、検討に基づき、

研修プログラムと、それらに従った研修を昨年

度作成したテキストをもとに実施し、参加者か

らのアンケートならびに聴き取り調査、さらに

は評価表によるチェックの結果を分析すること

とにした。 

これを受けて、12 月 20 日開催の第 2 回研究

班全体会議で、当班では、これらの内容を踏ま

え、前年度作成したテキストを、よりよいもの

への修正・追加等を加えたテキスト、DVD を

作成することとなった。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）テキスト 
昨年度作成された「『在宅重症心身障害児

者支援者育成研修テキスト』日本重症心身障

害福祉協会，平成 27 年 3 月」を参考に「重

症心身障害児等支援者育成研修テキスト」と

「重症心身障害児等コーディネーター育成研

修テキスト」の 2 種類のテキストを作成した。 
スライドおよび説明文の執筆をテーマ別に

研究者および研究協力者に執筆依頼した。 



なお「重症心身障害児等支援者育成研修テ

キスト」（8 章）は延べ人数 24 人（テーマ別

に執筆者が重複することによる）と「重症心

身障害児等コーディネーター育成研修テキス

ト」（4 章）は 8 人である。 
スライドおよび説明文の最後に執筆者の名

前を入れること、引用・参考文献を必ずつけ

ること、できるだけインデックスをつけるこ

と、「もっと学びたい人は、著者名（出版年）

『タイトル』参考」と明記することなど、わ

かりやすいテキストを念頭に執筆者に依頼し

た。平成 28 年 2 月 9 日にテキストの編集会

議を開催することから、原稿の締め切りを 2
月 8 日とすることも付記した。 
 両テキストの内容（章立てと項目）は右の

表のとおりである。 
（２）ＤＶＤ 
 当初全国各地の研修で使用可能なように、重

症心身障害児者の特性と支援ニードに配慮した

DVD を作成することとした。演習等を映像化

することで、より研修内容が深まるとの考え

ですすめた。具体的には重症心身障害児者の

中から、在宅で通園を利用しているケースを

取り上げ、さまざまなサービスを利用してい

る様子の映像を収録するため、対象となる重

症心身障害者の家族に依頼した。研修での使

用として話をすすめて、限られた地域での研

修ならよいとの意向だったが、全国の研修で

の使用との方向が示されたことから、肖像権

の問題をあげ最終段階で断られ、断念するに

至った。  
ただし、今回の研究では、当事者・家族の

撮影は著作権等の課題を乗り越えることがで

きず、既存の映像を吟味して、研修時に有効

に使えるものを用意し、一定の成果を上げる

ことができた。 
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